
議員提出第６号議案 

 

地域医療体制の確保を求める意見書 

   

 少子･高齢化の進展、医療ニーズの多様化などわが国の医療を取り巻く環境は大き

く変化し、地域や診療科における医師の不足や偏在及び看護師をはじめとした医療

スタッフの不足の解消は大きな課題となっており、地域医療サービスをめぐっては「医

療過疎」、「医療の貧困」ともいえる状況に直面している。 

しかしながら、政府と経済財政諮問会議等は、急激な少子高齢化の中で増大せざ

るを得ない医療サービスや医療保険財政を、歳出抑制によって乗り切ろうとしている。

昨年末には、公立病院改革ガイドラインが出され、へき地医療・周産期医療･高度先

進医療・救急医療など採算性が合わない医療サービス、いわゆる政策医療を支えて

きた公立病院は存続が危ぶまれている。 

地域医療は、住民の生命･健康に直結する不可欠なライフラインの公共サービスで

あり、国民が安心と信頼のうえに地域医療にアクセスできる医療提供体制を確保する

ことは国の責務である。 

 このため、全国民が安心で信頼のできる医療を地域で受けられるための政策及び

財政措置を講ずることをめざし、国に対し次のとおり求める。 

  

１ 崩壊の危機に直面している地域医療の再構築に向けて、総合的なビジョンを早急

に策定するとともに、国による一層の財源支援措置を講ずること。 

２ 医師の絶対数を増やすこととあわせて、専門医の養成のみならず、総合医を育て

ていく取り組みを構築すること。 

３  離島・中山間地の医師の確保と、都市部の研修医集中、医師の診療科偏在を是

正するための方策を講ずること。 

４ 院内保育所の充実など、女性医師、看護師の仕事と生活の両立を図るための支

援策を充実すること。 



５ 救急医療体制の整備維持、周産期医療体制の整備維持のための支援策の拡充

を図ること。 

６ 地域基幹病院の診療体制の強化と療養環境の整備を図るため、診療報酬の見直

しなど、医療に対する財政の重点配分を行うこと。 

  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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